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晴天なれど遠霞　「殺しちゃいました？」

● CanoScan LiDE 220
● KIP LP-1140シリーズ
●クラウドサービス for 簡単バックアップ

●「二・二六」関連記録など1200冊 軍法会議録を移管、一般公開へ
● 蔵書持ち去り年間19,000冊 横浜市立図書館対策急務
● 三菱化学メディア 容量10倍 新型光ディスクの開発へ
● 本のない図書館を新設 米・フロリダ・ポリテクニック大学
● 各社ニュース

■ JIIMAニュース
■ IM編集委員から
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株式会社NTTデータ　杉野 博史

〔サマリー〕

文書情報マネジメント関連市場動向調査
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文書情報管理士検定試験委員会　遠藤 治

【わが館のお宝文書】
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〔連載〕　統合文書管理規格
最終回 統合文書管理規格のまとめとご意見募集
JIIMA標準化委員会　木村 道弘　伊藤 泰樹　臼井 信昭

理事に聞く2014―JIIMAをけん引するリーダーたち
文書情報マネジメントの未来図
セミナー委員会　担当理事
キヤノンマーケティングジャパン株式会社　内藤 照行 氏

JIIMAへの寄附のお願いについて

JIIMA 委員会紹介（54期・55期─2014. ４～ 2016. ３）

 ドキュメント・コンテンツの保管・管理

 アクセスコントロール

 社外に出すドキュメント・コンテンツの

セキュリティ確保

 スキャナや複合機（MFP）との連携

（紙ドキュメント・コンテンツの取り込み）

 統合基幹業務システム（ERP）など

他システムとの連携

 ライフサイクル管理

 レコード管理（記録管理）

 ワークフロー管理

 コラボレーションによるドキュメント・

コンテンツの活用

 ナレッジマネジメントによるドキュメント・

コンテンツの活用

 ビジネスプロセス管理による業務

効率化・改善

 法規制への対応

（e-文書法、J-SOX、ISO など）

 電子メールとの統合

 スマートフォンやタブレット端末など

閲覧デバイスのマルチ対応

 タイムスタンプ・電子署名

 テレワーク/モバイル

 SNS（TwitterやFacebookなど）の業務利用
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はじめに

NTTデータは平成16年頃から現在に
至るまで国立国会図書館の「電子図書館
構想」の取り組み実現に向けてデジタル
アーカイブシステムの提供を主として、
サポートをしてきた。その中で、デジタ
ルアーカイブや検索に関する技術・ノウ
ハウを蓄積し、それを広く活用していた
だくことで文化資源の保存・公開に寄与
すべく、「AMLAD®（アムラッド）」と
してソリューションを生み出した。今回
のバチカン図書館電子化案件においては、
本ソリューションを中心としたデジタル
アーカイブシステムを構築し、貴重な手
書文献（＝マニュスクリプト）のデジタ
ル化から長期保存、公開までを一連の
サービスとして提供する。

バチカン図書館とは

バチカン図書館は、世界最古の図書館
の一つであり、人類遺産とも言うべき歴

史的図書の重要なコレクションを収容す
る図書館である。1448年にローマ教皇
ニコラウス５世により設立されてから今
日に至るまで、世界中から数々の貴重文
献を収集し、現蔵書数は110万を超える
と言われている。
110万を超える蔵書の中には、マニュ
スクリプト（manuscript）と呼ばれる、
２世紀から20世紀に書き残された貴重
な一点ものの手書き文献が約82,000冊、
約４千万ページある。これら手書き文献
は、華麗な装飾が施された「装飾写本」
と言われる“美術的”価値の高いものか
ら、当時の歴史、法律、哲学、科学およ
び神学について著された“研究的”価値
の高いものまで、多岐にわたっている。

電子化案件の概要

＜着目された日本のアーカイブ技術＞
バチカン図書館では、人類歴史遺産と
も言える上記手書き文献のデジタル化お
よび長期保存に取り組んできた。手書き

文献の中には、15世紀にグーテンベルグ
によって考案された活版印刷技術の誕生
以前に羊皮紙やパピルスに書かれたもの、
金銀などによって装飾されたものなどが
ある。厳重な保存管理下にありながらも、
時間の経過と共に日々劣化が進んでいる
ものも多く、これらはいずれ解読不可能
となることが危惧されているため、デジ
タル化による長期保存を目指しているの
である。
こうした中、バチカン図書館より、日
本が持つ優れたデジタルアーカイブ技術
による、長期保存及び後世への永続的な文
化の継承を実現したいとの要望を受け、日
本の国立国会図書館のデジタルアーカイ
ブシステムの構築、デジタルアーカイブ
サービスの提供等で先進的な実績・ノウ
ハウを有するNTTデータが技術的検証
を進め、本事業への本格的参画となった。
今後４年間で約3,000冊の手書き文献
をデジタル化し、将来的には全ての手書
き文献をデジタル化する大規模プロジェ
クトとなる見込みである。

時代のニーズに対応した
文書情報マネジメントを紹介

世界最古バチカン図書館の歴史遺産
手書き文献の電子化と長期保存

株式会社NTTデータ
公共システム事業本部

第三公共システム事業部
　開発担当

部長　杉
すぎ

野
の

 博
ひろ
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し
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＜電子化計画＞
今後４年間の電子化計画は以下の通り。

年度 2014 2015 2016 2017
電子化計画

（累計冊数） 540 1,260 2,100 3,000

＜手書き文献の分類＞
手書き文献は今現在、下記の三つの観
点から分類することが可能。
・地域による分類
　�ラテン、ギリシャ、東洋など
・素材
　�パピルス、羊皮紙、和紙（日本の巻
物）など

・形態
　�背表紙付の本、巻物、綴じられてい
ないものなど

＜HPでの公開（文献サンプル）＞
本事業にて電子化された手書き文献
は、現在バチカン図書館のWebサイト
（http://digital.vatlib.it/collection）よ
り直接アクセスすることが可能となって

いる。
また、プロジェクトの紹介ページ

（http://digital.vatlib.it/）では、現在の
電子化冊数をリアルタイムで確認するこ
ともできる。

当社参画までの経緯

＜粘り強く続けた交渉＞
それではなぜ当社がバチカン図書館電
子化事業へ参画することとなったのであ
ろうか。
もともとバチカン図書館の電子化事業
は、ボランティアベースであったため、
事業自体のスピードが限定されてしまっ
ていた。例えば音楽系の財団は、楽譜や
音楽に関する文献のみを電子化すると
いった具合で作業が進められてしまって
いたのである。バチカン図書館は全ての
手書き文献を電子化し、長期保存してい
くための、パートナーとなる事業者を探
しており、その中で、日本の国立国会図
書館のデジタルアーカイブシステムを構

築した経験を持つ当社が、検証調査を行
うこととなった。
検証調査では、バチカン図書館が作り
上げてきた電子化スキャナ装置の検証や
当社ソリューションの適用可否の検討等、
3ヶ月かけて技術的な実現性検討を行っ
た。同時に、事業面での検討も行うこと
により、パートナーとなるべく交渉を進
めようとしていた。
しかし、これまで“事業”という概念
のなかったバチカン図書館にとって、当
社の事業モデルはすぐには受け入れられ
るものではなかった。交渉は難航し、１
年弱の年月をかけ、ようやく2014年３
月に契約内容がまとまった。

＜調印式・プレスカンファレンス＞
2014年３月20日、バチカン図書館と
NTTデータがついに契約を結ぶことと
なった。
バチカン図書館のジャン=ルイ・ブルー
ゲス バチカンローマカトリック教会記
録・図書担当大司教とNTTデータの岩

電子化対象となったバチカン図書館の文献
15世紀に作成されたギリシャ語とラテン語訳が見開きに記載されている「イーリアス」

（トロイ戦争の最後の年における、ギリシャ軍のアガメムノン王とアキレスのいさかいを描いた叙事詩)

調印式の様子
2014年３月20日　バチカン図書館貴賓室にて
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本敏男社長との間で、契約書への調印式
が行われた後、バチカン市国の公式プレ
スルームである「Sala Stampa」にて記
者会見も行われた。
バチカン図書館との異例の契約に、４
月までの１ヶ月間で国内メディア約30
社、海外メディア170社で取り上げられ
ることとなった。

本プロジェクト作業の流れ
 
本プロジェクトは、当社が日本の国立
国会図書館にて構築したデジタルアーカ
イブシステムをソリューション化した
「AMLAD®」を核とした“長期保存”、
“WEB公開”の仕組みに加えて、バチカ
ン図書館が行ってきた“デジタル化作業”
も事業範囲となる。
本案件のシステム開発・運用保守及び、
デジタル化作業には、弊社及び現地の会
社のメンバー 50名程度が携わることと
なり、日本とイタリア・バチカン両方に
て作業を行うこととなる。
以下に、本プロジェクト作業の全体フ
ローを示す。
①デジタル化作業

・原本の保全や扱いについて
劣化が進む原本の補修等は、バチカン
図書館のConservation Workshopで検
討される。
その中で、どのようにデジタル化する
か等も検討された上で、そこから本プロ
ジェクトでのデジタル化作業が始まるこ
ととなる。
作業場所は、図書館内と図書館外の
２ヶ所あり、状態が非常に悪いものは運
搬さえも難しいため、図書館内でスキャ
ンされることになる。また、状態によっ
ては文献が180度開かないため、ある程
度開いた状態でスキャンできるようにス

キャナにクレードルを付けて撮る場合も
ある。
・�複数の光源により臨場感のある画像ス
キャンを実現
・�システム化された作業手順による
安定した高品質の撮影を実現
・�２段階の品質確認による品質の均
質化
・�文献の扱いを丁重に行わなければ
ならないなど時間を要するため、
実際の作業速度は平均で２分／
ページ
スキャナの主要スペックは下表の
通り。

②フォーマット変換／メタデータ付与

・�長期保存に適した構造（メタを内部に包
含）、長期的なサポート（International 

②フォーマット変換/
　メタデータ付与  

TIFF FITS/pTIFF 

バチカン図書館指定の保存用
フォーマットであるFITSへ
変換し、解析済みのメタデータ
を付与

①デジタル化作業 

③長期保存アーカイブ 

WEB 

④WEB公開 

特別な訓練を受けたオペレータ
が専用のスキャナで１ページ
ずつ丁寧にスキャン 

バチカン図書館WEBページ上で、
AMLADベースの高精細画像閲覧・
検索サービスを提供

 

FITS形式でバチカン図書館データ
センタ内ストレージに長期保存 

機種名 METIS DRS 5075DCS
形式 オーバーヘッドスキャナ、正距方位、中心への焦点
走査方式 読み取りヘッド移動による原稿固定読み取り
センサ Tri-Linear CCD, 3x12（36bit）
原稿サイズ（cm） 50 x 75
最大有効画素数 400DPI（up to 800x400 PPI optical）

-Adjustable to the desirable level up to 800 PPI
読み取り速度 450 A4 ページ / 時間 以上

（A3 サイズ（A4 ページ×2）、300PPI、カラー、「最高品質」モード）
読み取り階調 12bit x 3（color）、12bit（Gray）

保存時、8bit x 3（color）、8bit or 1bit（Gray） 以上
光源 新「DC SynchroLight」システム、LED ベース（IR/UV 無）、何千もの異なるライト

設定でスキャニング中のみ照射する
ソフト Metis DRS 4.4（Windows7 64bit）

作業フロー図

デジタル化作業風景

本プロジェクト使用のスキャナ
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Astronomical Unionにてファーマッ
ト規約を維持管理）に適した画像
フォーマット「FITS」を採用
・�スキャンによるアウトプットである
TIFFファイルを次の３形式に変換
�長期保存用のFITS、WEB閲覧用の
pTIFF、サムネイル表示用のサイズ
変換（縮小）したJPEGファイル
③長期保存アーカイブ

・�AMLAD®を核とした長期保存の仕組
みの構築
・�高信頼性ストレージ装置でのデータの
厳重保管
・�保存領域の拡張が容易な柔軟性のある
構成
・�関係システム間を仮想統合し、効率的
な運用を実現する最新技術
④WEB公開

・�使いやすいユーザーインターフェース
の提供
・�「pTIFF」フォーマットの採用による
高解像度画像閲覧時のスムーズな拡
大/縮小処理の実現
・�DRMおよび電子透かしを入れたコ
ピープロテクトの実装
・�多量のデータの中からでも任意のデー
タへ容易にアクセス可能な多彩で高
速な検索機能

システムの特徴

本システムは下図に示す通り大きく3
つの部分に分けられる。
１．�AMLAD®をベースとしたデジタル
ライブラリー
２．スキャナを利用したデジタル化
３．�当プロジェクトのプロモーションを
行うポータル
特に、上記１については以下のような
特徴がある。

・�検索性を高めるための適切なメタデー
タの管理
・最適な検索アルゴリズムの適用
・�活用しやすい検索インターフェースの提供

＜保存形式FITSの採用＞
デジタル化したデータを長期的に保存
するために考慮すべきことは、保存した
時点でできるだけ長期的・安定的に利用
できる標準的なフォーマットを選択する
ことである。ただし、残念ながら現時点
では「長期保存用のフォーマット」と呼
べるような標準的なフォーマットは存在
しない。そこで、少なくとも次のような要
件を鑑み判断して決定する必要がある。
・オープンな仕様であること
・標準化のプロセスが存在すること
・�非圧縮もしくは可逆圧縮であること
（オリジナルに戻せるか）
・一般的に普及していること
上記のような観点で、バチカン図書館で
は、FITS（Flexible Image Transport 
System）を採用した。FITSは、IAU
（International Astronomical Union = 
国際天文学連合）でフォーマット規約が
継続的に管理されており、また仕様も
オープンで公開されている。

FITSの説明自体は割愛し、ここでは
簡単に今回の適用例を述べるにとどめる
が、具体的には、ヘッダ部分とデータ部
分で構成されるFITSフォーマットに対
し、ヘッダ部分には、画像の縦横画素数
などの基本的な情報に加え、TIFFのタ
グ及び技術メタデータや来歴情報を記録
し、データ部分に三次元配列として、
RGBを非圧縮で格納している。

＜公開形式pTIFFの採用＞
デジタル化したイメージのサイズは
A4で平均100MB/頁程度であり、かつ
１冊が数百ページとなるため、このよう
な巨大なサイズのイメージをオンライン
で効率よく、かつ高解像度で閲覧できる
ようにする必要がある。この要件を満た
すために、公開用のフォーマットとして
pTIFFを採用した。
AMLAD®のビューアは、大きな１つ
のイメージをピラミッドスタックに基づ
いたタイルイメージとして扱うことがで
きるDeep Zoom１に基づいている。この
ピラミッドスタックは、それぞれ1/2に

業務 

一般利用者 

保存 データ変換 統計 

収集・組織化・ 
提供制限 情報発信 

検索 閲覧 ポータル 

Crowd 
Funding 

デジタル化 

1. AMLAD®をベースとしたデジタルライブラリー 

2. スキャナを 
  利用したデジタル化 

3. 当プロジェクトの    
  プロモーションを 
  行うポータル 

１：�Microsoftが開発した画像のシームレスなズームイン、
ズームアウトを実現する技術。
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減じられた解像度を持つレイヤより構成
されている。各レイヤは、特定のサイズ
（例えば、512×512ピクセル）に分割さ
れる。結果として、Deep Zoomのレン
ダリングエンジンは、画像全体を持って
くるのではなく、特定の解像度の特定の
エリアのイメージのみ表示すればよく、
必要最小限のデータ量のやり取りですむ。
なお、ここで使用するピラミッドスタッ
クを実現するためのフォーマットが、
pTIFFである。

今後の展望

＜デジタルアーカイブコンテンツの公開＞
本事業では劣化が進む文献をデジタル

長期保存していくという第一目的がある
が、デジタル化することにより、広く
WEBで公開が可能になるという副次的
効果も生み出すことができると期待して
いる。デジタル化した各種文献について
は、バチカン図書館が提供するWEBサ
イト上で高精細画像データとして公開し、
学術、美術、教育分野等における活用促
進、貴重な人類遺産の継承に貢献するこ
とを目指すのである。つまり、WEB公
開によって、これまで解読が進んでいな
かった文書や壊れやすく公開ができな
かった文献等が、世界中の研究者により
解読・分析され、新たな発見があるかも
しれない。文献に記載されている内容自
体が価値となってくると考えられる。モ

ノとしての保存という意味だけではなく、
その内容の価値が後世の人々に語り継が
れていくことが、本当の意味での人類遺
産の継承となると考えており、この意味
でも電子化の意義は大きい。

おわりに

本事業は、現在締結している初期契約
3,000冊に加え、将来的には82,000冊全て
の電子化・長期保存が目標となっている。
世界最古といわれる図書館の貴重な蔵
書、いわば人類遺産ともいうべき歴史的
文献を後世に継承していくため、デジタ
ルアーカイブ事業の一層の促進を目指し
ていく。

情報の活用、 資料保存に貢献するサービスを

我々はひたむきに続けています。

インフォマージュはコダックアラリスジャパンが扱う

マイクロフィルム関連製品の国内総代理店です。
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アンケートの形式：

▲ 　 �

web調査システムを利用したエンドユーザーへのアン
ケート調査。

▲ 　 �

調査対象ユーザーを抽出するために実施するプレ調
査に電子帳簿保存法とe-文書法の理解度を確認するた
めの設問を組み込み、絞り込みを行った。抽出した
調査対象に対して本調査を実施する２段階調査方式
で実施。

▲ 　 �

2013年調査から回答精度を高めるため、文書管理担
当者、内部統制担当者、財務・経理担当者の割合を
増加させている。

調査地域：　全国　（日本国内）
調査時期：　2014年４月～５月
有効回答：　300件
調査対象：　�下記の条件を満たすユーザーを調査対象ユー

ザーとする。

▲ 　
必須条件

　　1）企業に所属している。

　　2）�情報システムやITに関与している。（※情報シス
テムやITに関する内容が質問の中心となるため）
必須条件に加え、下記の割り当てを行う。（回収
目標は300）

▲ 　

割り当て条件１（全体に対して）
　　1）�ドキュメント（文書）管理システムまたはエンター

プライズコンテンツマネジメント製品を導入して
いるユーザー（50%、150件）

　　2）�ドキュメント（文書）管理システムまたはエンター
プライズコンテンツマネジメント製品を導入して
いないユーザー（50%、150件）

▲ 　

割り当て条件２（全体に対して）
　　3）企業のおける文書管理担当者（30%、90件）
　　4）企業のおける内部統制担当者（30%、90件）
　　5）企業のおける財務・経理担当者（30%、90件）
　　6）担当なし（10%、30件）

文 書 管 理 担 当：45名

内 部 統 制 担 当：45名

財務・経理担当：45名

上 記 以 外：15名

DMS or ECM
導入ユーザー：150名

文 書 管 理 担 当：45名

内 部 統 制 担 当：45名

財務・経理担当：45名

上 記 以 外：15名

DMS or ECM
未導入ユーザー：150名

情報システムやITに
関与している：300名

※ＤＭＳ：ドキュメント（文書）管理システム
※ＥＣＭ：エンタープライズコンテンツマネジメントシステム

2014年４月～５月にかけてJIIMAが実施した日本国内の文書情報マネジメント関連市場の調査報告です。文書情報マネジ
メント関連市場の現状の課題と今後の展望を見出すべく、エンドユーザーの動向について調査しました。
その概要をお伝えします。

サマリー

本調査の実施状況

調査対象ユーザーの内訳　※実際の回収件数内訳

文書情報マネジメント関連市場動向調査
―エンドユーザー動向調査編―

平成26年度（2014年）
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１．文書情報マネジメント関連のユーザー動向

（1）�東日本大震災から４年目に入り、
文書情報マネジメントに対する
意識の変化は落ち着きを見せ、
具体的な取り組みを実行／予定
する企業が着実に増えている。

（2）�バイタルレコードの安全管理に
も冷静に取り組まれているが、紙・
マイクロフィルム・ハードディ
スク・光ディスク等による重要
情報・データの保管については、
安全面と分散管理の観点から、
外部の保管会社への委託が増えている。

（3）�導入済み/検討中のサービスについては、データーセンターのバックアップ対策と紙文書の電子化がトップを占めている
が、最近の傾向としてクラウドコンピューティングやテレワーキングの導入／検討が増加している。

２．導入済み／導入予定の文書情報マネジメント関連システムの動向

（1）�富士ゼロックス、日立製作所、
日本IBM、日本マイクロソフト、
富士通、アドビシステムが６強
を占めている。

（2）�今後の新規導入や拡張は40%の
企業が考えており、予算も増加
する予定と回答した企業が30％
に及び、投資意欲は強い。

（3）�システムの導入目的については、
効率改善が最も多く、コンプラ
イアンス、ビジネスプロセスの最
適化、コスト削減、リスク管理と
続く。特に顧客サービスの向上が
目立つ。今後の新規導入・拡張の
対象分野については「財務・経
理」、「情報システム関連」で過
半を占め、「顧客サービス」、「人
事」と続いている。ここでも顧
客サービス分野の伸びが大きい。

（4）�今後、導入／拡張予定とするシ
ステムの用途・機能については、
「書類の保存管理」、「セキュリ
ティ確保」、「アクセスコント
ロール」がトップ３項目に挙げ
られた。

紙や電子媒体の文書情報マネジメントに対する意識の変化

今後、新規導入・拡張を予定されている文書情報マネジメントに関連したシステムの利用用途・機能

調査結果サマリー

 認識が高まった

 変わらない

 認識が低くなった

 分からない

 認識が高まり、具体的な取り組みを
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「認識が高まり、具体的
な取り組みを実行/予定
している」が約３％増加

「認識が高まった」が約
２％増加

 ドキュメント・コンテンツの保管・管理

 アクセスコントロール

 社外に出すドキュメント・コンテンツの

セキュリティ確保

 スキャナや複合機（MFP）との連携

（紙ドキュメント・コンテンツの取り込み）

 統合基幹業務システム（ERP）など

他システムとの連携

 ライフサイクル管理

 レコード管理（記録管理）

 ワークフロー管理

 コラボレーションによるドキュメント・

コンテンツの活用

 ナレッジマネジメントによるドキュメント・

コンテンツの活用

 ビジネスプロセス管理による業務

効率化・改善

 法規制への対応

（e-文書法、J-SOX、ISO など）

 電子メールとの統合

 スマートフォンやタブレット端末など

閲覧デバイスのマルチ対応

 タイムスタンプ・電子署名

 テレワーク/モバイル

 SNS（TwitterやFacebookなど）の業務利用
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特に今年度調査では「電子メールとの統合」機能の急伸が注目される。
（5）全社統一のシステム構築は14%に止まっており、ECM普及の余地は大きい。

３．国税関係　帳簿書類の電子化について

（1）�電子帳簿保存法について「申請する予定なし」とする消極的回答は19％から11％と大幅に減少、また対応するうえでの
課題として「効果がない」との回答も約５％減少した。課題は多いものの否定的意見が減少した要因としては、国税庁
がホームページで具体的なケースごとに詳細解説していることや、JIIMAの普及啓発の効果と思われる。

（2）�国税関係書類のスキャナ保存を進めるための課題として「法律が難しい」「電子化要件が厳しい」「税務署への申請が大変」
など制度面の課題を指摘した回答が81％も占め、昨年同様に高止まりしている。

（3）国税庁のスキャナ保存要件が緩和された場合のユーザー対応については、
　①３万円未満の領収書などに限る規制が撤廃された場合、約50％が

　②電子署名に代わってIDとPWによる本人確認が認められた場合、47％が

　③電子帳簿保存法の承認を得る前提条件が撤廃された場合、約52％が

 
　④速やかに入力する期限１週間が１ヶ月に延長された場合35％が
　⑤読取後24時間以内に必要なタイムスタンプや電子署名が１週間まで延長された場合は31％が
　　いずれも国税関係書類のスキャナ保存を検討するとの前向きの回答であった。
　　要件緩和による電子化の普及効果は極めて大きいと推定される。

 具体的な検討に入りたい

 効果が少ない

 その他

 他のスキャナ保存要件緩和も行われた場合、

具体的な検討に入りたい
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 具体的な検討に入りたい

 既に電子帳簿保存法の承認を受けている

 効果が少ない

 その他

 他のスキャナ保存要件緩和も行われた場合、

具体的な検討に入りたい

 3年経過後、自由にスキャナ保存が認められれば、

具体的な検討に入りたい
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スキャナ保存の要件緩和による効果

電子署名の代替として、内部統制制度を前提に IDとパスワードによる本人確認が許容された場合

業務サイクル方式でスキャナ保存する場合、電子帳簿保存法の承認を受けている必要がある条件が撤廃された場合



12 月刊 IM  2014-11月号

（4）�本年度調査からスマートフォンや携帯端末で領収書や配送伝票等の記録が認められた場合の対応について追加調査したと
ころ、44％が前向きに検討すると答えた。スマートフォンを固定スキャナとしても使用できる装置も販売が開始されて
おり、潜在重要は相当高いものと思われる。

（5）�スキャナ保存した際の作業記録については、「ID等で作業記録を残す」回答が昨年同様50％近くあり、逆に「作業者を記
録する仕組みが無い」が28％で、昨年より12％も減少している。作業記録を残す必要性の認識が広がっている。

　＜文書情報マネジメントに対する意識の変化＞
　　文書情報マネジメントの認知度
　　文書情報マネジメントに対する意識の変化
　　バイタル・レコード管理（重要記録管理）の認知度
　　重要な情報・データの長期保管方法
　　文書情報マネジメントに関連したサービスの導入状況
　　導入を検討しているサービスの利用開始時期
　　ID・パスワードの設定状況
　　業務システムのログの記録範囲
　＜電子帳簿保存法への取り組み＞
　　電子帳簿保存法の対応予定
　　電子帳簿保存法に対応するうえでの課題
　　電子帳簿保存法に対応しない理由
　＜国税関係書類のスキャナ保存への取り組み＞
　　国税関係書類のスキャナ保存対応予定
　　スキャナ保存に対応するうえでの課題
　　スキャナ保存を実施・実施予定の対象書類
　　対応、またはスキャナ保存を行う入力方式とタイミング
　　スキャナ保存に対応しない理由
　　書類をスキャナで電子化した際の作業記録
　＜スキャナ保存の要件緩和による効果推定＞
　　�領収書等のスキャナ保存を３万円未満に限る規制が撤廃された場合
　　�電子署名の代替としてIDとパスワードによる本人確認が許容され
た場合

　　�電子帳簿保存法の承認を受けている必要がある条件が撤廃され
た場合

　　�書類作成又は受領から１週間以内に入力するという期限が延長さ
れた場合

　　読取から24時間以内の期限が延長された場合
　　カメラ付き携帯などで国税関係書類の画像保存が認められた場合
　　�スマートフォン等で記録保有が認められた場合の具体的な対象資料�
　　�電子帳簿保存法の第10条で電子取引に係る記録の保存方法について
　　電子メールを使った社外との取引情報のやりとりについて
　　電子取引に関する今後の対応方向

　　�紙にプリントアウトして保存を行わず、電子的に保存している電子
文書

　　�国税関係以外の書類のe-文書法によるスキャナ保存への取り組
み状況

　＜文書情報マネジメント導入ユーザーの動向＞
　　現在導入されている文書情報マネジメント関連製品／システム
　　�文書情報マネジメントに関連製品を導入する際に発生した問題点
や課題

　　文書情報マネジメントに関連したシステムの今後の利用予定
　　文書情報マネジメントに関連したシステムに対する予算の増減
　　文書情報マネジメントに関連したシステムの導入目的
　　�新規導入・拡張予定の文書情報マネジメント関連システムの対象
分野・文書

　　�新規導入・拡張予定の文書情報マネジメント関連システムの利用
用途・機能

　　�新規導入・拡張予定の文書情報マネジメント関連システムの導入
予定時期

　　�新規導入・拡張予定の文書情報マネジメントに関連したシステム
　　�新規導入・拡張予定の文書情報マネジメント関連システム選定時
の重視点

　　文書情報マネジメントに関連したシステムを導入していない理由
　　文書情報マネジメントに関連したシステムの今後の導入予定
　＜クラウド、ビッグデータ、SNSに関する利用状況＞
　　�クラウド環境における文書情報マネジメントに関連したシステムの
利用状況

　　�クラウド環境で文書情報マネジメントに関連したシステムを利用す
る理由

　　�クラウド環境で文書情報マネジメントに関連したシステムを利用し
ない理由

　　ビッグデータを解析し業務利用していくうえでの利用目的
　　SNSを業務利用していくうえでの利用目的
　　SNSを業務利用する際に組織で使用する端末
　　SNSを業務利用する際に発生する炎上などへのリスク対策
　＜文書情報マネジメントの社内での取り組み＞
　　文書情報マネジメントを推進管理する担当役員や担当部署の設置

この市場調査全文のお申込みはJIIMAホームページ

〔CD版〕正会員 30,000円（税別）・一般 50,000円（税別）

http://www.jiima.or.jp/pdf/research/2014research.pdf

【エンドユーザー動向調査 調査項目】



月刊 IM  2014-11月号 13



14 月刊 IM  2014-11月号

平成26年８月の文書情報管理士検定試験は、８月24日（日）
に全国７か所の会場と団体受験特設会場で実施しました。今
回の試験に合格された皆様には心からお祝いを申し上げると
ともに、文書情報管理士としてさまざまな分野にてご活躍さ
れることを期待いたします。

毎年、８月試験では台風による影響が懸念されます。特に、
今年は、西日本および北日本を中心とした豪雨の影響が心配
されましたが、当日は天候による大きな影響もなく、無事に
検定試験を終えることができました。

今回の検定試験の受験者数と合格者数を表１に示します。

８月試験の受験者数の推移を図１に示します。2014年は、
昨年より減少し、573名でした。

今回の合格率は、２級67.4%、１級67.0%、上級56.5%でし
た。合格率の推移を図２に示します。今回の結果は、２級は
平均的なレベルでした。１級は、2012年から上昇傾向にあ
りますが、上級は上昇の兆しが見えるものの低いレベルで推
移しているという結果でした。

１級と上級では、解答を複数選択させる問題を出題してお
ります。今回は、１級は６問、上級は９問を出題しました。

2014年８月

文書情報管理士検定試験
結果報告

文書情報管理士検定試験委員会 委員長　遠
えん どう

藤 治
おさむ

２級 １級 上級
受験者数 合格者数 受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

札　幌 15 4 6 1 0 0
仙　台 8 5 4 3 0 0
東　京 196 134 108 75 11 6
名古屋 20 11 13 9 1 0
大　阪 82 62 32 24 8 6
広　島 13 11 2 2 0 0
福　岡 19 13 17 10 2 1
その他 9 4 6 2 1 0
※�2014年９月現在累計での文書情報管理士は、大学における「文書情報管理論」履修
認定者を含め、２級7,555名、１級3,049名、上級294名となり、合計で10,898名です。
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表１　地域別受験者数と合格者数
図１ 　８月試験受験者数の推移

図２　合格率の推移
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複数選択問題は択一問題と比較して正答率が半分以下となる
傾向があるため、その影響があったと考えられます。上級に
おいてはマイクロフイルム関連と法律関連で非常に正答率が
低い問題がありました。複数選択問題では、「教科書の深い
理解力」と「問題文を正確に読みとる力」が問われますので、
より徹底した試験対策を行うことが必要です。また、出題は
教科書全範囲にわたっていますので、不得意分野をなくすこ
とも重要です。

今回２級、１級に合格された方は、是非とも上位資格取得
に向けて自己研鑽してください。特に１級を目指す方は、表
２に示す通り、合格認定を受けてから短期間で受験した方の
合格率が高いというデータがありますので、2015年２月に
受験されることをお勧めいたします。

また、上級を目指す方は、受験要件であるCompTIA 
CDIA+TM 資格が必要となります。この試験は、試験会場に
設置されたコンピュータで実施する試験となります。パソコ
ンの画面を見ながら、キーボードやマウスによる解答など、
紙の試験と環境が異なりますので注意が必要です。さらに、
CompTIA CDIA+試験対策トレーニングを参加することに
より、十分な対策を行うことをお勧めします。

上級に合格された方は、変化する情報、規格、法律等の環
境の変化に対応できるよう、自己研鑽に励んでください。

なお、各級とも成績優秀者には褒状が授与されます。おめ
でとうございます。

惜しくも不合格となった方は、受験対策セミナーを活用や
するなど十分な試験対策をして再チャレンジしてください。
特に、あと１問で残念な結果となった方が、上級は不合格者
の20％、１級は13％、２級は10％を占めています。受験期
間を置かずに受験されることをお勧めいたします。

受験対策セミナーは合格率90%以上の実績があります。毎
回満席となりますので早目に申し込みください。

文書情報管理士は、主としてサプライヤとしてのメーカー・
ベンダー・サービス業向けの資格として位置づけていますが
JIIMAでは、ユーザー側視点での資格である文書情報マネー
ジャーの認定セミナーも実施しています。文書情報管理士と
してユーザー側の視点も持ったより幅広い活動を行っていく
ために、マネージャー認定セミナーもぜひ受講されることを
お勧めいたします。

文書情報管理士　２月検定

受け付けはJIIMAホームページ　　http://www.jiima.or.jp/

文書情報管理士受験対策セミナー

 試験日 　2015年 ２月１日（日）　東京・大阪

 申込み 　2014年11月１日（土）～12月10日（水）

 東　京 　2014年11月21日（金）・22日（土）

 大　阪 　2014年12月 ５日（金）・ ６日（土）

 申込み 　2014年10月 １日より

認定月 受験者 合格者 合格率
2014年２月 69名 52名 75%
2013年９月 54名 39名 72%

2013年２月以前 65名 35名 54%
計 188名 126名 67%

表２　１級合格者の２級取得年月
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沖縄県公文書館
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■お宝文書投稿募集中！！　所蔵する貴重な文書・特長ある文書を貴館のご紹介と共に掲載します。ご連絡は編集部まで。

http://archives.pref.okinawa.jp
〒901-1105　沖縄県島尻郡南風原町字新川148-3
TEL. 098-888-3875　FAX. 098-888-3879

　当館は戦後50年にあたる平成７（1995）年の８月、
学術及び文化の振興に寄与することを目的に開館。米
国統治下の1945年から1972年にかけて作成・保管され
ていた「琉球政府文書」約15万簿冊を主要コレクショ
ンとして出発し、あわせて米国国立公文書館から沖縄占
領関係資料を収集し公開している。このほか、沖縄の政
治・行政等に深く関与した個人・団体の私文書を保存し、
また、沖縄県の機関が廃棄する保存期間満了文書のな
かから永久保存する文書を選別して利用に供している。

◆ わが館の特長

わが館の

第二次世界大戦末期の沖縄戦における被害

や混乱によって、戦前に作成された土地台帳

（土地の所在・地番・地目・地積・所有者な

どを登録した帳簿）や附属公図のほとんどが

失われました。米軍は占領施策を進めるにあ

たって土地制度を整備する必要があることか

ら、1946年に海軍軍政府指令第121号「土

地所有権関係資料蒐集に関する件」を発し、

1951年にかけて土地所有権認定調査を実施

しました。所有者は一筆ごとに隣接地の所有

者２人の連署を添えて「土地所有申請書」を

当局に提出し、認定を受けました。公文書館はこのときに作成された「土地所有申請書」5,337冊を保存しています。

県土は破壊され、多くの住民が死亡、離散または収容所にいた当時、調査測量事業は人員や機材も乏しい中で進められました。

その後も琉球政府から沖縄県へと土地調査は継続されてきましたが、この「土地所有申請書」は土地のかつての利用形態や権利

関係等の記録として、いまなお多く利用されています。

※写真は一部加工しています。

◆ 所蔵品
紙文書関連 約33万点

マイクロフィルム 約350万コマ

写真・スライド 約８万５千点

沖縄県公文書館所蔵

土地所有申請書
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６月号から５回にわたり、ISO19475統合文書管理規格（案）
の内容とそれを取り巻く周辺状況を説明してきました。ここ
では規格化の意向や要点をまとめて整理し、皆様からのご意
見をいただきたいと思います。

統合文書管理規格は、文書作成から廃棄までを対象とした
ものですので、文書情報マネジメントに携る企業や組織に影
響を与えます。事前に皆様からご意見を伺うことで規格内容
の精査、JIIMA全体での整合性をとっておきたいと思いま
すので、ご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。

統合文書管理規格の概要

1.　ISO19475統合文書管理規格の基本的な考え方

1.1.　規格化の背景

・文書管理を取り巻く環境の変化
文書管理を伴ういろいろな作業が国際化してきています。

自分で作成した文書は自分で保管するのが当たり前の時代が
日本でも長く続いてきました。しかし現在は、企業がグロー
バル化し、事務作業は作業効率などから外国で集中作業する
こともあり、調達する際などに関連する文書が日本の範囲を
越え、保存方法は世界で通用しない不十分なものになりつつ
あります。

加えて、紙などの物理的な媒体だけで作業を行うことも少
なくなり、電子化利用や初めから電子データとして管理する
作業が中心となってきている状況です。

日本では、紙を中心とした原本管理が主流といわれる中、
諸外国では、業務のエビデンスを使った説明責任を果たすた
めに業務のトランザクションや電子メールなどを体系的に文
書管理することを求めてきています。これらのデータを管理
する際に要請される要件を標準化しておけば、世界中どこか
らでも管理でき、情報を運用していくことが可能です。

これまで、電子化、電子データの保存、利活用といった場
面、また情報保全に関しては法律などの規制があるだけで、
真正なデータであるということを示す手順は明確ではありま
せんでした。情報システムの完全性だけでなく、保存してい
るデータがいかに完全性を保っているかを示すことで、情報
の保存サービスの品質向上を図って行く必要があるのです。
1.2.　基本的考え方

①　規格の利用者

欧米では、文書管理の専門家が文書管理の規則や運営に関
わる場合が多いのですが、それ以外の日本も含めた地域では、
一般的にオフィスでの作業の延長上で、文書を保存運用する
ことが多いと考えられます。この一般的な作業の延長でいか
に文書を保存、活用していけるか、これらの情報を扱う人が
守るべき考え方を整備していきます。
②　規格の捕らえ方

従来の規格は、文書の取り扱いの考え方を示す規格、それ
ぞれのシステムのアーキテクチャを示すような規格となって
いましたが、「Capturing, Storing, Disposal」の過程での運
用プロセスを通して、「真正性」「見読性」を維持することを
目的とした要件を示し、これらを満足させるために必要な方
法を示すこととしています。
③　Capturing（キャプチャ）

Capturingでは、文書が電子であるか紙であるかに関係な
く、文書を作成する場合と、文書を受け取る場合とに分けて、
文書にビジネス上の証拠性を持たせる要件を明確にします。
紙文書の電子化およびフォーマット変換はその中でもよく用
いられるので、具体的な要件を示していきます。紙文書を受
け取ってそれを倉庫に保存しておく場合でも、メタデータを
作成・付与し、それを保存することを想定しています。これ
により、紙文書やマイクロフィルムも電子文書と同じように
取り扱うことができ、文書管理作業が効率的になります。

統合文書管理規格のまとめとご意見募集

JIIMA標準化委員会　木
き

村
むら

 道
みち

弘
ひろ

　伊
い

藤
とう

 泰
やす

樹
き

　臼
うす

井
い

 信
のぶ

昭
あき

統合文書管理規格連　載
最終回
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うまくメタデータを作成すれば、多くの場合にはメタデー
タだけで作業が実施できるようになると考えております。
④　Storing（ストアリング）

Storingは、Capturingで真正性と見読性が確認された文
書を作成者の意思に反して改ざんされることなく維持される
ための要件を示すこととしています。特に、具体的な運用の
際、注目されるべき作業として「棚卸し＝その時点で文書が
正しいか否か判断する作業」で、確認すべき内容を明らかに
することで、紙、電子、電子化文書を網羅した文書管理の運
用基準を示すようにしています。
⑤　Disposal（ディスポーザル）

Disposalは、文書作成時に保存期間と保存期間が終了した
際の処置を決めて処理するプロセスです。具体的には、文書
を作成する際に処理方法や判断する基準を定めておくことが
求められますが、これらをどのように決め、運用していくか
を規定していくことになります。

統合文書管理規格の要点

文書管理全体

文書の保存、運用に責任を持てる管理が行えるようにする。
また、文書のグローバルな運用が可能で、e-Discoveryへの
対応が十分であり、管理する文書が国際的に有効なビジネス
エビデンスとすることができるようにする。

文書管理の方法

文書を一覧できる文書基準表を
作成し、文書管理を行う従来の方
法から業務進行過程で必要なとき
に必要なエビデンスを取得する方
式へ移行する。

なお、エビデンスはその重要度
で整理して保存する。
キャプチャ工程

従来のようにスキャニングと同
義と考えるのではなく「エビデン
スを残すために必要なときに証拠
を取得すること」全てをキャプ
チャと考え、その中の一つの方法
論としてスキャニングがあると位
置づける。ボーンデジタル文書の

みならず、データーベースに格納されている情報や電子メー
ルなども含む。
システムの完全性

運用や稼働の完全性に加えて、管理された文書を利用する
人のアクセス管理や情報漏えい防止、データの完全性を合わ
せて、システムの完全性と定義する。

統合文書管理規格 連載　最終回

ISO19475の基本的な流れ（考え方）

月刊IM読者の皆様からのご意見募集

　JIIMAの標準化委員会では、統合文書管理規格の
方向性が固まりつつあることから、この時点で月刊IMの
読者を対象に広くご意見を伺うことといたしました。本文

【統合文書管理規格の要点】に関して、これを推進す
るための推奨されるベストプラクティス、規格に入れてほ
しい事項などがございましたら、下記のメールアドレスに
お寄せください。可能なかぎり、統合文書管理規格に
反映させたいと思います。

ご意見送付先
統合記録管理WG主査　臼井（うすい）
　E-mail　  usui@jiima.or.jp
 募集期間    2014年10月27日（月）～
　　　　　　　　　  11月26日（水）

会社（組織）・氏名を明記の上、「統合文書管理
規格への意見」としてご送付ください。



20 月刊 IM  2014-11月号

広告
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JI IMA 委員会紹介
2013年の公益社団法人化から１年が過ぎたJIIMA。

54期を迎え組織も新たに、４月より開始した委員会活動をお知らせします。

（54 期・55期 ─2014. ４～2016.３）

普及・啓発系委員会

担 当 理 事 辻
つ じ

　　 明
あきら

委員数 ３名

副 委 員 長 土
つ ち

屋
や

 智
とも たか

孝

ショウ委員会�
当委員会は、協会が主催する「eドキュメントJAPAN」

の運営を重要事業にしています。この展示会は1963年の
スタート以来、今年で第52回目を迎えます。今年も東京
ビッグサイトを会場とし、「クラウド・ビッグデータ時代
の文書情報マネジメント ～紙から電子の社会をめざし
て～」をテーマに日経BP社が主催するITpro EXPO 2014
などと同時開催します（会期は10月15日～ 17日の３日間）。
今年も多くの出展社により「文書情報マネジメント」の普
及に努めます。

〇�JIIMAが主催する展示会の企画・運営
　・eドキュメントJAPAN2014

当委員会は、セミナーを通じて文書情報マネジメントに関わ
るさまざまなテーマを広く普及・啓発することを目的に活動し
ております。具体的には、５月、６月に東京・大阪、８月、
９月はその他の地区（札幌、仙台、名古屋、福岡で実施実績）、
10月にはeドキュメントフォーラムでのセミナーを定例的に
実施し、緊急を要するテーマについては、必要に応じて適宜
トピックスセミナーを開催する方針です。

講演内容は、有識者やスペシャリストをお招きして業界の
最新動向・ビジネス事例を紹介いただくことや、ナレッジ系
委員会の活動結果である有益なコンテンツを聴講者に提供
し、文書情報マネジメントの普及・啓発を図ってまいります。

セミナー委員会　�

担 当 理 事 内
な い と う

藤 照
て る ゆ き

行 委員数 ７名

委 員 長 小
こ な が や

長谷 武
た け

敏
と し

〇JIIMAが主催するセミナーの企画・運営
〇トピックスセミナー
〇春季定例セミナー（東京・大阪）
〇地方セミナー（実施実績：札幌、仙台、名古屋、福岡）
〇eドキュメントフォーラム

IMナレッジコンテンツ委員会
JIIMAが公益社団法人に移行し、JIIMAの機関誌であ

る月刊IMの役割も今まで以上に公益性が求められていま
す。月刊IMは2014年より電子書籍としてJIIMA（http://
www.jiima.or.jp/publishing/IM_trailer.html）ホームペー
ジから無料でより多くの皆様にご覧いただけるものとなり
ました（ぜひID・パスワードの新規登録を周りの方に勧めて頂けるようお

願いします）。最新の取り組みを伝えるケーススタディ、技
術情報、専門的なナレッジ、そして各委員会のアウトプッ
トとしてのガイドラインや解説書など、文書情報管理につ
いて一般の方にも興味を持っていただけるよう誌面を充実
させていきたいと、委員一同気持ちを新たに取り組んでい
ます。

〇JIIMA機関誌としての月刊IM（電子版）の発刊
　・事例紹介、最新の業界動向の紹介
　・業界に関係する技術情報、最新規格等の紹介
　・JIIMAの取り組み・各委員会活動の紹介
〇JIIMAホームページ内ナレッジ会員向けコンテンツの企画

担 当 理 事 河
か わ む ら

村 武
た け と し

敏 委員数 ６名

委 員 長 山
や ま ぎ わ

際 祥
しょういち

一
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経営の視点から求められる文書情報マネジメントが担える
人材を輩出するために一昨年２月より認定制度を正式にス
タートさせました。これまで５回の認定セミナーを開催し、
約270名を文書情報マネージャーとして認定してきました。
さらに今年８月には認定者の集いを開催し、文書管理に関す
る悩みや議論を通じて、認定者同士の交流の場を持ちました。

今後は他団体と連携しながら認知度を上げるとともに、企
業内での文書情報管理教育にも取り組んでいきたいと考え、
目指すところは早期に1,000名以上の認定者を輩出していき
たいと思います。

執 行 理 事 桂
かつらばやし

林　浩
ひろし

委 員 長 内
う ち

田
だ

 俊
と し や

哉 副 委 員 長 溝
み ぞ か み

上 卓
た く や

也

〇文書情報マネージャー認定セミナーの開催と認定
〇文書情報マネージャー認定制度の広報活動
〇認定セミナーの受講者の増員企画
〇認定者の集いの開催
〇文書情報管理士資格のカリキュラムとの整合

文書情報マネージャー認定委員会

委員数 5名

人材育成系委員会

文書情報管理士検定試験委員会では、毎年２月と８月に
行う検定の運営を行っています。

検定試験を通じて文書情報マネジメントの知識、最新の
法制度、標準化、技術動向などを教育し、「文書情報管理士」
がその専門性を活かしてビジネスに即応できるよう人材育
成を行っています。

文書情報管理士の資格は、官公庁の入札条件に採用され
ており、文書情報マネジメントスキルを図る物差しとして
だけでなく、ビジネス活動の面でも重要な資格ともなって
います。

今後も受験参考書や問題、試験制度のさらなる向上に向
けて活動していきます。

〇文書情報管理士検定の運営ならびに制度設計および見直し
〇検定問題の作成、選定等、検定試験の準備、採点、合否判定
〇�受験対策セミナーおよび大学講座への講師派遣による
文書情報マネジメントの普及・啓発
〇受験参考書の作成および改定

担 当 理 事 廣
ひ ろ お か

岡 　潤
じゅん

委 員 長 遠
え ん ど う

藤 　治
おさむ

副 委 員 長 　綿
わ た び き

引 雅
ま さ と し

俊　　峯
み ね お

尾 　俊
しゅん

文書情報管理士検定試験委員会

ナレッジ系委員会

ECM普及啓発活動として高い効果を挙げているポータ

ルサイトのリニューアル検討、ガイドライン等の研究及び

トップベンダー各社が参画するECMサミットを開催して

おります。ECMサミットはセミナー委員会と協業し、

ECM最新動向や技術を紹介・提案しています。

下期より委員長を交代し、新体制の下、他の委員会との

連携やユーザー企業の協力をいただき、ECM普及啓発活

動を強力に推進していく所存です。

ＥＣＭ委員会�

担 当 理 事 吉
よ し

尾
お

 仁
ひ と

司
し

委員数 14 名

委 員 長 石
い し い

井 紀
の り あ き

昭

〇ECMの普及・啓発活動
〇ECMサミット（ECM研究会）の企画推進
〇ECMポータルサイトの運営
〇ECMにおける課題研究（ERM、ガイドライン等の検討）
〇ECM市場調査とユーザー事例研究

文書情報管理委員会
記録に限定せず、文書情報全般を対象としていることを

明確とするため、本年度より「記録管理委員会」から「文
書情報管理委員会」と名称を変更しました。

昨年10月からしばらく休会状態でしたが、５月から再開
しています。

再開後、昨年度完成させた「文書/記録管理システムの
選び方/育て方」を５月に出版し、販売を開始しました。

本年度はモバイルデバイスの急速な普及を受け、文書・記
録管理に対してのモバイルデバイスの利用法、注意点など調
査し、上記出版物に加筆することで、第２版として発行します。

〇文書・記録管理が重要であるとの認識の普及啓発
〇�情報の発生・取得から廃棄・リサイクルに至る「文書・
記録管理」に関するコンテンツを充実させる

担 当 理 事 本
ほ ん だ

田 克
か つ み

己 委員数 ９名

委員長代行 木
き ど

戸　修
おさむ

委員数 ６名



24 月刊 IM  2014-11月号

アーカイブ委員会　マイクロメディアWG
文書情報マネジメントにおけるデジタルデータの中～長

期保存媒体として、マイクロメディアの役割を市場へ発信
していくことに加え、JIIMAとしての真のアーカイブの
あり方を整備・普及して行くべく、他委員会との連携をよ
り強化してまいります。情報整備・発信としてはISO11506
のJIS化の公開に向けた活動を軸に、アーカイブ委員会と
しての光ディスクを用いたアーカイブガイドラインへの支
援、及びその中におけるマイクロメディアの役割を普及・
啓発することを当面の活動目標としています。

〇JIIMAセミナーでの情報発信
〇マイクロアーカイブ実技体験ツアーの企画・運営（年２回）
〇ISO11506のJIS化に向けた活動
〇国内外のマイクロアーカイブ事例紹介

担 当 理 事 佐
さ

々
さ

木
き

 淳
まこと

委 員 長 下
し も じ ま

嶋 秀
ひ で き

樹

執 行 理 事 村
む ら た

田 一
か ず の り

則 リ ー ダ ー 原
は ら だ

田 充
み ち は る

治

委員数 12名

アーカイブ委員会　光メディアWG
　アーカイブに光ディスクを広く用いられるような普及・
啓発活動を行っています。
　昨年は「長期保存用光ディスクを用いたアーカイブガイ
ドライン」を発行しました。
　現在は、光ディスクがアーカイブ用途として用いられて
いる事例を多く収集し、光ディスクを広く普及させるため
にどのような活用方法がもっとも有効なのか、具体的方法
を検討します。
　今後は、蓄積されたアーカイブ情報の活用方法まで検討
し、さらなる普及活動に繋げていく予定です。

〇光ディスクのアーカイブ啓発活動
〇光ディスクのアーカイブ用途と性能追及
〇官公庁での活用方法とその具体的手法の方法論開発・提案
〇具体的事例から媒体としての優位性の追求

担 当 理 事 佐
さ

々
さ

木
き

 淳
まこと

執 行 理 事 村
む ら た

田 一
か ず の り

則 リ ー ダ ー 藤
ふ じ い

井　徹
とおる

委員数 13 名

〇�マイクロフィルム・電子化文書の証拠能力等に関する法務相談
〇公文書管理に関する実態調査
〇公文書管理法に関する各種提言
〇電子化文書取扱ガイドラインの制定および普及・啓発
〇�行政文書の電子化文書作成及びマイクロフィルム文書
作成委託仕様書（例）の制定および普及・啓発

法務委員会が一貫して取り組んできたテーマは、「電子化
文書（イメージデータ）やマイクロフィルムなどの画像情
報の法的証拠能力をより確実なものにすること」です。我
が国では、さまざまな法律や規制によって地方公共団体や
企業が保存するべき記録とその保存期間が定められていま
す。企業が監督官庁や地方公共団体に許認可を申請する際
には、各種の提出書類や図面が必要です。

法務委員会では、これらの保存義務書類や提出書類を、
「紙」以外の記録媒体（電子化文書やマイクロフィルム等）
で保存や提出することが許容されるよう着実な活動を続け
ています。

今年度は、公文書管理法が施行されて３年が経過します
ので、昨年度に引き続き普及状況の実態調査を実施します。

法務委員会　公文書管理ＷＧ

担 当 理 事 中
な か む ら

村 壽
と し た か

孝

委 員 長 甲
か い の し ょ う

斐荘 博
ひ ろ し

司 リ ー ダ ー 村
む ら ま つ

松 信
の ぶ お

雄

委員数 10 名

〇 e-文書法の普及・啓発
〇「JIIMA電子化文書取扱いガイドライン」作成見直し
〇�「国税関係書類等の電子化文書取扱ガイドライン（案）」
作成見直し
〇「電子帳簿保存法10条（電子取引）解説書」の作成

平成26年６月24日規制開会実施計画の閣議決定の中に「国
税関係帳簿書類の電子化保存に関する規制の見直し」に関し
て閣議決定されたことが公開されています。その中には、法
が定める「一貫性」「相互関連性」「見読可能性」「検索機能」
等は、紙帳簿では具体的に求められていない要件であり、紙
による保存よりも過度に厳格になっている要件を見直すべき
と、踏み込んだ内容になっています。これらの規制改革の流
れを注視しつつ、電子取引（法10条）に係る電磁的記録の保
存義務に関する規定の解説書を作成しました。本条は電子取
引で取引情報を授受した場合、データ保存を義務づける規程
になっていることが重要な点となります。

今後は４条３項のスキャナ保存の通達や解釈で緩和可能な
部分の棚卸しをします。

法務委員会　e-文書推進ＷＧ

担 当 理 事 中
な か む ら

村 壽
と し た か

孝

委 員 長 甲
か い の し ょ う

斐荘 博
ひ ろ し

司 リ ー ダ ー 益
ま す だ

田 康
や す お

夫

委員数 10 名
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厚生労働省より公表されている「医療情報システムの安
全管理に関するガイドライン 第4.2版」をわかりやすく解
説した手引書の作成を行っています。

この手引書を基に各病院にて運用基準を作成していただ
き、事例を促します。

また、月刊IMの電子化を受け、過去より発表している
医療情報電子化の取組み事例を収集し、Web公開する予
定です。〇厚労省ガイドラインに対する手引書作成

〇医療情報電子化の取組み事例の収集と公開
〇医療分野におけるECMニーズの把握と検討

担 当 理 事 岡
お か も と

本 光
み つ ひ ろ

博 委員数 16 名

委 員 長 星
ほ し

　 　譲
ゆずる

副 委 員 長　　　上
う え

田
だ

 雅
ま さ  し

司　　渡
わ た  な べ

邊 克
か つ

也
や

新市場開拓委員会　医療ＷＧ

新市場開拓委員会　建築WG�
建築WGでは建築業界でのイメージング市場開拓を目指して、

業界団体をはじめ行政分野と連携をしながら活動しております。
当初は、建築基準法、建築士法、建築業法の改正による

図書保存の長期化に焦点をあてて、電子化推進の方向へ誘
導する計画でしたが、規制に対する業界の進み方が捗々し
くなく現状では時期を待つ結果となっております。

現在は、行政の動きとして「建築確認申請の電子申請」へ
の動向をにらみ、国土交通省の「建築確認の電子申請ガイド
ラン（案）」に対する電子化仕様を策定すべく活動しております。

これにより申請から長期保存までを考慮した適正な電子
（化）文書を作成する分野での市場を模索しております。

担 当 理 事 田
た な か

中　毅
たけし

委 員 長 橋
は し も と

本 貴
た か し

史 副 委 員 長 川
か わ

谷
た に

　聡
さとし

〇建築業界へのイメージング市場の開拓
〇建築業界へのイメージングガイドラインの策定
〇関連法規への電子化容認への活動
〇建築行政における電子申請推進に伴う電子化市場の模索

委員数 ６名

統合文書管理の国際標準化推進では、今年度末までに作
業文書（WD）から委員会原案（CD）に進めることを目標
に規定内容の充実を図ると共に、主として欧州を対象に統
合文書管理の前提となる証拠性の考え方、法規制、ガイド
ラインを調査・分析し委員会原案にフィードバックします。

用語規格の改訂作業では、既存のJIS Z 6015の用語範囲
にとどまらず、文書管理に使われている用語を幅広く収集
し、用語の選択と定義の見直しを行いながら改訂作業を行
います。

ISO/TC171の標準化推進に当たっては、JIS Z 6016、
JIS Z 6017など日本が先行している規格内容を国際規格に
反映したり整合化を図る活動を行います。

〇統合文書管理の国際標準化推進（ISO/TC171 NP19475-1,-2）
〇統合文書管理運用に関する市場調査
〇用語規格の改訂（JIS Z 6015改正原案作成委員会対応）
〇ISO/TC171（文書管理アプリケーション）の標準化推進

標準化委員会

担 当 理 事 清
し

水
み ず

 栄
え い

一
い ち

委 員 長 木
き む ら

村 道
み ち ひ ろ

弘

WGリーダー

統合文書管理標準化 WG	 臼
う す い

井 信
の ぶ あ き

明

ISO WG	 伊
い と う

藤 泰
や す き

樹

JIS WG	 友
と も な が

永 泰
や す ま さ

正 委員数 28名

担 当 理 事 大
お お た に

谷 一
か ず お

夫 委員数 17名

委 員 長 長
は せ が わ

谷川 英
ひ で し げ

重

文書情報マネジメントセンター（DMC）委員会
昨年策定した「サービス・ガイドライン」の普及啓発に

関しては、他団体のセミナーや研究会を通じて、ガイドラ
インの概要紹介、また、官公庁やユーザー企業に対してガ
イドラインの採用を提案し、徐々にではありますが、社会
での認知が広まりつつあります。今後も、各地の商工会議
所等の団体と連携して、ガイドラインの普及、加えて外部
保管・バックアップの有効性を広く社会に訴えてまいります。

また、文書の保管に関する国や自治体への政策提言や標
準化の推進、さらにはサービス品質向上に向けて、一部機
能の共同事業化の可能性についても検討を進めていきます。

担 当 理 事 野
の む ら

村 貴
よ し ひ こ

彦 委員数 14 名

委 員 長 野
の む ら

村 貴
よ し ひ こ

彦

文書の適正な保管・管理方法を普及啓発するための以下の活動
〇�記録メディアを含む文書等の外部保管・バックアップの有効性の啓発
〇�DMC事業者のサービス指針である「サービス・ガイド
ライン」の改善・普及啓発

〇DMC委員会への参加企業の拡大
〇DMC事業に関連する政策提言や標準化推進の検討
〇その他、DMC事業の品質向上のためのしくみづくり
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製品認証系委員会

JIIMAによるアーカイブ用光ディスク製品の認証制度
を構築し、認証審査を行うこと目的としています。“認証
制度”はJIIMAとしての初めての取組みです。ISO/JISで
定められた光ディスクの寿命推定基準を基としますが、具
体的な内容はJIIMA独自の認証となります。

現在、JIS Z6017に基づいた寿命予測要素を入れた認証
基準案が認証審査委員会光ディスク製品認証WGにて作成
され、本委員会で審査・承認しました。

今後の予定としては、認証審査委員会光ディスク製品認
証WGで策定された本認証制度に係わる各種契約書案・仕
組み等の審議・承認を行います。

認証審査委員会

担 当 理 事 望
も ち づ き

月 明
あ き ひ こ

彦 委員数 ９名

委 員 長 入
い り え

江　満
みつる

〇�JIIMA内部（WG）で策定された＂認証業務”に関連する事項の審査
〇認証制度に関わる規定等の審議、制定
〇�認証審査委員会光ディスク製品認証WGでまとめられた
内容の確認、審議
〇同WGでまとめられた書類の確認・審査
〇理事会の意思を同WGへ具体的なアクションとして指示

認証審査委員会　光ディスク製品認証WG
本WGは2014年に発足し、光ディスク製品の認証に必要

な取り決めを策定すべく、各社法務を含めてメンバー間で
メールベースでの確認を随時行いながら、２月から９月ま
でに計７回の会議を行いました。

その結果、各種契約書関連、規程関連および技術基準の
全てについての議論は収束、またはほぼ収束した状況まで
進捗しています。

光ディスク製品認証の枠組みもほぼ固まり、認証審査委
員会の下、本認証制度が早期に運用開始できることが期待
されます。

今後はマーケティング監査の必要性及びその仕組みにつ
いての検討や、必要に応じて、制度運用上で生じた問題へ
の実質的な対策検討等を行っていく予定です。

〇光ディスク製品認証の実質的な枠組みの策定
〇�基本規程、運営規程のドラフティングと認証審査委員会への答申
〇各種契約類と技術基準、認証ロゴ運用規程の作成と答申
〇認証制度説明用のJIIMAホームページ案の策定と答申
〇�その他、認証制度運用にあたって実質的・技術的・専門
的な問題解決

担 当 理 事 望
も ち づ き

月 明
あ き ひ こ

彦 委員数 ７名
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JIIMAの理事として、また自社の代表や役員として、

長年業界を見続けてこられた方たちの業界に対する思いを伺います。

文書情報マネジメントの未来図
理事に聞く2014  
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編集　本日は、今期からセミナー委員会の担当理事になられ
たキヤノンマーケティングジャパン株式会社の内藤部長にお
話しを伺います。まず、御社ではとても多くの製品やサービ
スを提供されていますが、理事はどのような業務をされてい
ますか。

内藤　私は現在、オフィスデバイス企画本部ビジネス周辺機
器企画部にて、ビジネスソリューション分野を担当しており
ます。主な業務としまして、お客様の競争力と業務効率を向
上させるために、キヤノン製品を中心としたビジネス機器と
ソフトウェア、運用サービスを連携させた多彩なソリュー
ションを提供しています。
　私たちの仕事は、まずお客様の業界や業務内容を理解する
ことから始まります。そこから課題を見つけ出し、最適なソ
リューションを提案します。働く人が創造力を最大限に発揮
できるようにオフィス環境を整え、ビジネスの発展を支援し
ていきたいと考えております。

編集　具体的には、どのようなソリューションを提供されて
おりますか。

内藤　ITソリューション分野では、約4,300名のシステムエ
ンジニアを配置し、お客様のニーズに合わせたコンサルティ
ングからシステム開発、導入後の保守・運用までをワンストッ
プでサポートをしています。お客様のニーズに合う最適な方
法をキヤノンならではの専門領域においてITをコアとした
付加価値の高いソリューションの提供です。
　また、アウトソーシングサービス領域では、市場での要求
が高まっていることから2012年に稼働しました最新鋭の
ファシリティとセキュ
リティを備えた「西
東京データセンター」
を中心にデータセン
ターサービス、クラウ
ドサービス、システム
運用サービス、BPO

インタビュアー　IMナレッジコンテンツ委員会

セミナー委員会　担当理事
キヤノンマーケティングジャパン株式会社
オフィスデバイス企画本部
ビジネス周辺機器企画部
部長 内

な い

藤
と う

 照
て る

行
ゆ き

 氏

Company Profile 

キヤノンマーケティングジャパン株式会社
●業務内容　�キヤノン製品（カメラ、複合機、印刷機、プリンター、

スキャナ）ならびに関連ソリューションの国内マー
ケティング

設 　 立　　1968年２月
資 本 金　　733億3百万円
所 在 地　　〒108-8011　東京都港区港南2-16-6
U  R  L　　http://canon.jp/

西東京データセンター



理事に聞く2014 ― JIIMAをけん引するリーダーたち

文書情報マネジメントの未 来図

28 月刊 IM  2014-11月号

サービスをワンストップで提供しています。
 
編集　文書情報マネジメントの分野としては？

内藤　文書情報マネジメントの側面からですと、キヤノン
MJグループの強みは、以下の３点になります。多彩な入力
デバイス群、入力ソリューション提案力、SI（システムイン
テグレート）力です。
　多彩な入力デバイスは、高速からパーソナルまでの幅広い
専用ドキュメントスキャナ、フラットベッドスキャナ、デジ
タル複合機を有し、お客様のスキャニングニーズに合わせた
的確な提案を行っております。また、紙の入力に加え、今後
はカメラによる静止画・動画入力も需要が高まると考えてお
ります。
　ニーズに最適な入力ソリューション提案力は、単純なハー
ド・ソフトの選定・提案にとどまらず、さまざまなニーズに
適したソリューション設計、運用設計の実現を目差します。
　優れたSI（システムインテグレート）力は、お客様の課題に
対して、キヤノン独自の製品・システムと他社の優れたものを
インテグレートし、最適な入力基盤や統合文書情報マネジメン
トシステムを提案・構築することができます。最近では、これ
まで主流であった個別業務課題に対するソリューション提供

（個別最適提案）から、全体最適提案へ移行しつつあります。
 

編集　お客様からの要求される点、環境の変化を感じますか。

内藤　昨今、ITの急激な進歩でビジネス環境も大きく変化
し、新しい時代のオフィスドキュメントの活用スタイルに注
目が集まっています。そのような中で、電子文書や電子化文
書の活用・保存は、お客様にとって非常に関心の高い点です。
弊社は、そういった環境変化をビジネスチャンスに変えてい

ただくために、キヤノンの持つ入出力機器、ドキュメントソ
リューションソフトウエア、アウトソーシングサービスなど
を高次元で連携させ、お客様の業務を変革するお手伝いをし
ています。情報セキュリティ強化、コスト削減、生産性向上
を図るとともに、お客様の創造力を支援する付加価値の高い
ドキュメントソリューションをお届けしていきます。
　そのような事例をJIIMAの行うセミナーやeドキュメント
フォーラムを通じて、発信させていただいております。

編集　さて、それでは御社とJIIMAとの関わりについてお
伺いいたします。JIIMAに加入されたきっかけはどういっ
たことからでしょうか。

内藤　金融機関のニーズに応え1961年に国産初の手形撮影
用のロータリーマイクロフィルマーを発売しました。キヤノ
ンがカメラや医療用機器で培ってきた光学技術を事務機に応
用し、事業多角化に踏み出した第一歩でもありました。その
頃からJIIMAに加入し活動させていただいておりますから
かなり長い付き合いです。時代の流れや環境の変化の中で、
弊社もフィルムからデジタルデータによる文書情報管理さら
に統合文書情報マネジメントへと、市場のニーズに的確に応
えるべく提供する機器・ソリューションを強化・拡充させて
まいりましたが、その時代に合った新たな道を進むなかで、
JIIMAのもつ文書情報マネジメントの知見と活動は我々のビ
ジネスの方向性を照らす指針として大変参考となっています。

編集　では、今回理事になられた理由を教えてください。

内藤　フィルムからデジタルデータによる技術や管理など市
場のニーズが変化していくことは、まさに文書情報マネジメ
ントの変化そのものです。その変化とJIIMAの活動・方向
性が、我々キヤノングループが志向するソリューションの方
向性と合致していると感じたことから理事を受けさせていた
だきました。

編集　今期はセミナー委員会を担当されますね。その役割や
抱負を教えてください。

内藤　当委員会は、協会が推進する文書情報マネジメントに
関わるさまざまなテーマをセミナーで広く普及・啓発するこ
とが目的です。具体的には、５月・６月に東京・大阪、10月

多彩な入力デバイス
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にはeドキュメントフォーラムでのセミナーを実施し、緊急
を要するテーマについては適宜トピックスセミナーを開催し
ています。講演内容は、有識者やスペシャリストから業界の
最新動向やビジネス事例を紹介していただいたり、JIIMA
の委員会から活動結果としての有益なコンテンツを発表して
いただいたりしております。
　今後セミナー担当理事として、JIIMAが推進する文書情
報マネジメントを広く普及・啓発するために、より具体的な
情報を発信していきたいと思います。
　また、セミナー委員会以外の委員会で行われている標準化
や規格の作成といった側面でも、是非一緒に議論させていた
だきたいとも考えております。

編集　JIIMA活動が御社に及ぼしている影響や社内での
JIIMAの評価はいかがでしょうか。

内藤　弊社は、ドキュメントスキャナや複合機、そしてプリ
ンターなど、多様な入出力機器とソフトウェア、運用サービ
スを連携させたさまざまなオリジナルソリューションを提供
しておりますので、業界動向を探るうえで、月刊IMの事例
などを一つの例として参考にさせていただいております。
　またJIIMAサイトのナレッジ会員専用サイトには、セミ
ナー・コンテンツ・政策提言など新しい情報が掲載されてお

り、社内の教育や提案活動に活用させていただいております。

編集　試験やセミナー・規格の成立等で御社に恩恵はござい
ますか。

内藤　最近の官公庁の入札案件では、「文書情報管理士」の
資格が要件として出るケースが多く、社内での関心度が高い
です。弊社では多くの社員が「文書情報管理士」を受験して
いますが、「文書管理マネージャー」についても、関心が高まっ
ている印象です。
　私は、担当理事として市場に対する文書情報マネジメント
の普及・啓発はもとより、キヤノンMJグループ社員に対す
る普及啓発も重要な使命であると考えています。

編集　業界の見通しとしてはいかがお考えでしょうか。

内藤　東日本大震災以降、ドキュメントの管理・運用やBCP
に関心が高く、またスマートフォン・タブレットの進化、ソー
シャルネットワーキングサービス（SNS）の浸透などITに
よりビジネススタイルが大きく変化しています。
　紙文書とデジタル文書が混在する過渡期である今、これら
のさまざまなドキュメントを管理・運用し、進化するIT機
器を利用しながら活用していくことは、ビジネス拡大のため
の重要な要素です。この事からも業界としては、文書情報マ
ネジメントという切り口で大きなビジネスチャンスがあると
考えております。

編集　JIIMA理事として考える未来（展望）はいかがでしょ
うか。

内藤　いまJIIMAが取り組んでいる「命とくらしを守るイ
ンフラ情報再整備事業」に関する政策提言などは大変重要な
テーマであると感じています。市場における文書情報マネジ
メントの普及・成長のために、官民一体となった業界として
の取り組みは、指針やビジネスモデル、標準化などの規格も
必要となり、やるべきことが多いのでは思います。是非とも
理事として、業界の発展に貢献するべくお手伝いさせていた
だきたいと思います。

編集　本日は貴重なお時間を頂戴いたしましてありがとうご
ざいました。

キヤノンSタワー
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経済部長になってしばらくして、旧知の大蔵省（現財務省）

の元事務次官だった人から、電話があった。

「大変だよ。○○さんが死んだことになっているじゃない

か。しかも僕が言ったことになっている」

と、息せき切っている。

「いったい、どうしたのですか」

「今日の経済面だよ」

あわてて経済面を見ると、この人がしゃべったという言葉

の中に「故○○首相」となっている。確か、経済政策を振り

返る記事の内容だった。

「○○さん、まだ生きてるんだよ。どうしてくれるんだ」

そう息巻いているのだ。

元事務次官は、元首相の秘書官をやったことがあり、元首

相が亡くなったと勘違いする人ではない。それが、カギ括弧

の中で自分が言ったことになっているのだから、頭にきてい

るのだ。それはそうだろう。私がその立場でも慌てる。

元首相は政界を引退していたが、その時まだ自分の事務所

があるというので、その電話番号を聞いた。

「申し訳ありません。なぜこういうことになったのかを調

べるとともに、とにかく行って謝ってきます」

と言って、電話を切った。

部長とは部員のミスの尻拭いと思っていたので、早くも来

たかーという感じだった。

書いた記者に電話をする。

「おい、○○元首相を殺しちゃったぞ」

「えーっ、殺しちゃいましたか。まだ生きてるんですか」

新聞記者が殺すと言うのは、誤って故人にしてしまったこ

とを言う。支局時代、他社の先輩記者から

「おれ、元代議士を二度も殺しちゃったんだ」

という話を聞いたことがある。大変な豪傑だ。

話がそれてしまったが、聞いてみると記者は、元事務次官

が故人だなんて一言も言ってないのに、確認もせず、もう亡

くなっていると思って、勝手に読者への親切心から「故」を

つけてしまったのだと言う。

「分かった。ともかく謝りに言って来るよ」

と言って、さっそく元首相の事務所に電話した。事務所は、

気がついていないようだった。説明をして、その日は元首相

が出て来るのかどうか聞いたら、午前11時ごろに来ると言

う。さっそく、お詫びの手土産を持って伺った。

行くと、元首相は応接室で腰かけて新聞を読んでいた。う

ちの新聞ではない。

「総理（元首相でもこういうのが礼儀です）、真に申し訳あ

りませんでした」

「えっ、いったい何のことですか」

事務所の人たちは、何も説明していないみたいだ。そこで、

持参した新聞の経済面を開いて、これなんですが、と示した。

「ほほー、僕は死んだことになっているんですね」

「明日、訂正記事を出します。記者が勝手に故の文字をつ

けたものでして、決して元事務次官の△△さんが言った言葉

ではありません。本当に申し訳ありません」

「いやあ、別にかまいませんよ」

この件から、私はすっかり、元首相のファンになってし

まった。人によっては、自分が死んだことにされて、不快感

を露わにする人もいるかもしれない。ましてや、元首相であ

る。俺が生きていることも知らないのかーと思って、それが

露骨に表に出る人もいるだろう。皮肉の一つ、二つも言いた

くはずだ。しかし、元首相は、そうした感情を表すことなく、

淡々と応対してくれた。

ただ、出るとき、ふと振り返ると、先ほどまで読んでいた

新聞の続きを読む後ろ姿は、気のせいか、なんとなく寂しそ

うに感じた。総理大臣まで上りつけた人ではあるが、日米は

軍事同盟関係ではないと発言したことが問題となり、その責

任を取る形で自民党総裁選には出馬せず、そのまま退陣した。

やがて政界からも忘れ去られた感じだったが、うちの新聞の

故という表記に、何か思うところがあったのかもしれない。

元首相は、その後、２、３年して、今度は本当に亡くなっ

た。93歳だった。

茂谷 知己（もたにともみ）
早稲田大商学部卒後、産経新聞東京本社に入社。政治部・経済部を経
て法務次長、知的財産管理センター上級専門委員を務める。定年退職
後は㈱WOW LIFEを設立。インターネットを利用した情報配信、新規
ビジネスをサポートしている。http://wowlife.info/index.html

コラム◆せいてんなれどとおがすみ 殺しちゃいました？

晴
天
なれど遠霞
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図面プリント＆コピーとスキャナのマルチモデル
KIP LP-1140シリーズ 掛川電気㈱

中小企業向けデータバックアップサービス
クラウドサービス for 簡単バックアップ ㈱リコー

クラウドサービスとの連携を強化したフラットベッドスキャナ
CanoScan LiDE 220

キヤノン㈱
キヤノンマーケティングジャパン㈱

■特長
◦�プリンター専用モデルは幅896mm×奥

行き520mm。マルチファンクションモ
デルでも幅896mm×奥行き605mm
とコンパクト。省スペースを実現。

◦�マルチファンクションモデルは業界トッ
プレベルの最速240mm/秒の読取り
が可能な高速スキャナを搭載、カラー
スキャナ機能（オプション）でカラー原
稿の電子化が容易。

◦�高速プリントエンジンでA1（タテ）サイ
ズ５枚/分。A1 ～ A2と、A3 ～ A4の
図面を別々の排紙口に振り分けて出力
する機構により仕分けが簡単。

◦�PINコード認証やユーザー名／パスワー
ド認証の設定が可能。プリント・コピー・
スキャン等の各機能をユーザー毎に制
限できる。

◦�入出力業務を効率化するソフトウェア
「TerioStation」を標準添付。

■価格（税別）
KIP LP-1140　　　　　1,280,000円
KIP LP-1140MF　　 　1,980,000円
※�KIP LP-1140-MFはモノクロコピー、モノクロプ

リント、モノクロスキャン対応。

■お問い合わせ先
国内営業本部 国内営業部　03-3756-1100
http:// www.kipjapan.com

図面プリントにコピーとスキャナの機能
を１台に集約したマルチファンクションモ
デルとプリン
ター専用モデ
ル。A1対応。

重要なデータをクラウドに自動的にバック
アップする中小企業向けのソリューション。
■特長
◦�ビジネスで一般的に使われるファイルを

自動的にバックアップ。稼働状況を自動
検知し、最適な時間に自動実行される
ため、ユーザーが設定する必要がない。

◦�専用Webサイトから社内のパソコン全
体のバックアップ取得状況の把握が可
能。可視化することにより、障害時のト
ラブルを防止。

◦�契約したバックアップ容量を会社のパソ
コン全体で共有することができる。パ
ソコン台数に制限なく利用可能。

◦�保存は海外のデータセンターにて暗号
化し複数サーバに分散保管。火災や津
波などの万一の災害時にも安心。また
過去90日間にバックアップしたデータ
は容量無制限で保管される。

◦�導入時の設定や運用時の設定変
更など操作支援が必要な場合の
ヘルプデスクサービスあり。稼
働状況を常時監視、障害発生時
にはメールでお知らせ。

■価格（税別）
初期料金　　　　　12,000円
月額利用料金
　　　　　　10GB  2,400円～

■お問い合わせ先
お客様相談センター
050-3786-3999
www.ricoh.com/ja/

ワンタッチでスキャンしてクラウドへの保
存が可能な簡単操作のフラットベッドス
キャナ。
■特長
◦�「LIDE（間接露光読取り方式）」技術を

駆使した高解像度4,800dpi のCIS を
搭載したことにより、高精細なスキャン
が可能。A4カラー・300dpiの文書原
稿を約10秒で高速読取り。

◦�文字・画像・背景などの文書を構成する
各領域を判別し、それぞれの領域に適
した補正を自動で行う「自動文書補正」
機能を搭載。

◦�本体で手軽に操作できる「5EZ（イー

ジー）ボタン」による操作性の向上。
使用頻度の高いコピーやPDFファイル
作成などの操作がワンタッチで行え、ス
キャンしたデータは「SEND」ボタンで
PC経由のクラウドへ保存。

◦�同梱のUSBケーブルでパソコンに接続
するだけで、電源ケーブル不要ですぐに
スキャンが可能。

◦�原稿台カバーを最大20mmまで持ち上
げることができる「Advanced Z-Lid

（アドバンストジーリッド）」に対応。雑
誌や書籍など厚みのある原稿もしっか
りと押さえ、画像の歪みを防止。

■価格
オープン価格
■お問い合わせ先
お客様相談センター 
050－555－90056
http://canon.jp/canoscan 

マルチファンクションモデル
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「二・二六」関連記録など1200冊
軍法会議録を移管、一般公開へ

法務省は８月25日、全国の検察庁に
残っている昭和20年までの軍法会議の
記録を来年４月から順次、国立公文書館
に移管すると発表した。移管の１年後か
ら閲覧できるようになる。

対象となる記録は1882（明治15）年～
1946（昭和21）年に行われた軍法会議
の裁判記録。判決文・証拠資料など約
12,000冊分。1936年の「二・二六事件」
や1932年の「五・一五事件」などの記
録も含まれる。ただし死刑に関する記録
は判決確定から100年間の保管期限があ
るため、当初は一部の移管となる。

2015年４月から２年かけて東京地検
の記録を、17年以降には残りの各地検
の記録を移管する。

蔵書持ち去り年間19,000冊
横浜市立図書館対策急務

横浜市立図書館の蔵書約400万冊のう
ち、年間約19,000冊が持ち去りなどで
不明となっていることがわかった。
図書の不明除籍はその書籍が不明に
なってから３年以上経った場合に行う措
置とされているが、貸出手続きを経ずに

無断で持ち出されたケースがほとんど。
事実上盗難とされる。
横浜市内18カ所の図書館では、2009
年～ 13年までの５年間で約95,000冊
が不明除籍図書となり、蔵書数に対する
比率は0.5％。全国水準の0.4 ～ 0.5％
と同水準となる。ただし鶴見図書館では
1.1％の1,121冊と高い。監査委員はカウ
ンターを通らず出入りできる図書館の構
造上の問題を指摘、今後はICタグで管
理する手法などを検討したいとしている。

三菱化学メディア
容量10倍　新型光ディスクの開発へ

９月14日付の日経新聞は、三菱化学
メディア株式会社が１枚１テラバイト超
の新型光ディスクを開発すると報じた。
現行商品の10倍に相当する。

情報を立体画像で記録するホログラ
ム技術を用い、ディスクの同じ場所に多
重記録を可能にするため、１枚１テラ～
２テラの大容量にすることができるとい
う。2018年の実用を目指す意向だ。

現在は、長期保存データをHDに保存
する向きが主流だが、ディスクは常に通
電する必要がないため、コストを抑える
ことができる。

官公庁、医療機関、企業などのデータ

を長期保存する「デジタルアーカイブ」
の需要を取り込むと伝えられた。

本のない図書館を新設
米・フロリダ・ポリテクニック大学

米フロリダ州のフロリダ・ポリテクニッ
ク大学では、書籍を１冊も所蔵しない電子
図書館が設置されたとロイターが伝えた。

309坪もの広大な敷地に6,000万ドル
（約63億円）もの資金を投資してできた
建物には、本が一切置かれておらず、タ
ブレットやノート型パソコンで電子図書
13万5,000冊以上にアクセスできる。
プリンターによる印刷は推奨されず、現
物は他の公立大学から取り寄せるか通常
に書店で購入するという。

各社ニュース

移転のご案内（敬称略）
株式会社PFU（会員No. 863）

東京本社と東京開発センターを統合
し、横浜本社として10月14日（火）よ
り稼働。
〒220-8567　神奈川県横浜市西区みな
とみらい4-4-5　横浜アイマークプレイス
電話　045-305-6000（代）
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JIIMAへの寄附のお願いについて

　JIIMAでは、公益目的事業である「文書情報マネジメントの普及啓発」を支援していただく
ために、広く社会の篤志家の皆様からの寄附を受け付けております。

　JIIMAは内閣府より公益法人として認可されているため、JIIMAに寄附される個人の方は、
確定申告による所得控除が申請できます。
　またJIIMAに寄附される法人様は、公益法人に対する寄附に適用される、別枠の損金算入を
ご利用いただくことができます。

　個人の皆様が行う寄附（所得控除）

JIIMAへの年間寄附合計額のうち 2,000円を超える金額については所得控除が適用されます。
確定申告の際にJIIMA寄付金受領証明書を添付し申請してください。

寄附金額－2,000円＝所得控除額　
＊但し総所得金額等の 40％相当額が限度となります。　　

事 例：
年間の総所得金額が600万円、寄附金の合計額が20万円の場合
20万円－2,000円＝19万8,000円が、総所得金額より控除できます。

（控除額19万8,000円は、総所得金額 600万円×40％＝240万円の限度内となりますので、
19万8,000円全額が総所得金額からの控除対象となります。）

　法人様が行う寄附（損金算入）

　通常の一般寄附金の損金算入限度額と別枠で、損金算入が認められます。

事 例：
資本金が１億円、年間の所得金額が 1,000万円の場合

（Ａ）一般損金算入限度額＝
　　｛（100,000,000円×2.5 ／ 1000）＋（10,000,000円×2.5 ／ 100）｝×0.25＝125,000円

（Ｂ）別枠の損金算入限度額=
　　（100,000,000円×3.75 ／ 1000+10,000,000円×6.25 ／ 100）×0.5＝500,000円
したがって、（Ａ）（Ｂ）の合計金額（（Ａ）＋（Ｂ）＝625,000円）の損金算入が認められます。

寄附をご検討される方は、JIIMA長濱までご一報ください。

E-mail   nagahama@jiima.or.jp      TEL.03-5821-7351

＊�税制は、毎年のように改正されますので、最新の状況については、税務署にお尋ねになるか、国税庁のホームページ
（http://www.nta.go.jp/）で確認してください。

　ここに記載されている情報は、必ずしも最新のものでない可能性がございますのでご注意ください。
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１．審議事項
１）第54期　8月までの事業遂行概況について
⑴�議長より、「今期は公益法人として１年間の本格的な
活動を行う本決算初年度であり、なんとか黒字化を目
指して、事業遂行に努めているところです。前回７月
理事会で報告のとおり６月までの主要行事は、春セミ
ナー、米国研修等、概ね予算通りの事業遂行を行う事
ができました。しかし８月文書情報管理士検定試験は、
予算に未達となる等、予断を許さない状況です。加え
て10月に開催するeドキュメント関係も、ショウ・セミ
ナー併せて厳しい状況です」との報告が行われた。
⑵�続いて議長より、今期黒字化を達成するための重点課
題として、以下の６点が提案説明された。
　①2月検定試験での団体受験による補填。
　②11月・２月文書情報マネージャー認定セミナーの募集。
　③�アーカイブ用光ディスク製品の認証審査の開始を急
ぎたい。

　④�新会費の督促と10社以上の新入会員の確保（第２議
案で審議）。

　⑤�有料ミニセミナーの継続とマイナンバー等の特別セ
ミナーの追加開催検討。

　⑥�経費の更なる削減；市場調査の後半（規模・分野別
動向調査）は見送り、外部会議費や渉外費、印刷費
や原稿料等の削減を図る。

⑶�続いて専務理事より、議案書の「第54期８月までの事
業遂行状況」表について詳細が報告された。
⑷�議長より、第１号議案及び今期黒字化のための重点課
題について、長井監事から新会費請求と今期予算上の
会費収入の差異について質問があり、専務理事から「７
月末に請求した年会費は第54期後半と第55期前半の１
年間で、今期の値上げ効果は半年分で予算化している」
趣旨の説明が行われた。
⑸�議長より「提案された６項目を何が何でもやり抜くこ
と」として、第１号議案　「第54期８月までの事業遂行
概況について、執行状況報告」承認の議決を求めたと
ころ、全員異議なく承認した。

2）新規会員獲得対策について
⑴�議長より、「前回の理事会で決議された正会員を対象と
する『新規会員獲得キャンペーン』実施について、10
社以上の新規会員を獲得するための具体的な対策につ
いて、役員各位から提案をお願いしたい」趣旨が説明
された。

⑵�河村理事や長井監事から「新たにサービス受託を始め
た会社やユーザーに一般会員としての参加を勧める必
要がある」との発言が行われた。

⑶�議長より、「入会の可能性がある会社を役員一人１社の
目標で、是非紹介願いたい。入会に必要な具体的な説
明は理事長と専務理事が訪問して行う」として議決を
求めたところ、全員異議なく承認した。

3）「新資格構築プロジェクト」準備委員会立上げの件
⑴�議長より、「JIIMAは文書情報管理士、文書情報マネー
ジャー両資格の認定団体として、前者は約11,000名、後
者は約300名を有資格者として認定しているが、文書情
報管理士、文書情報マネージャー両資格のさらなる充
実強化のための新資格構築プロジェクトを立ち上げた
い。正式な発足を前に、まず準備委員会を立ち上げ、
課題の整理から開始したい」趣旨の提案理由が説明さ
れ、メンバー案、プロジェクトの目的と課題が説明さ
れた。

⑵�コンサルタントなどの専門人材の育成コース、社会か
ら評価される総合資格名称、学生層を対象とした就活
ナレッジ新資格、CBT試験方法の導入検討を課題とし
て重点的に詰めていき、第54期は準備検討、第55期か
ら本格スタートさせ、漸次実施に移して行く構想であ
る旨の補足説明が行われた。

⑶�議長より質疑を問うも特になく、承認の議決を求めた
ところ、全員異議なく承認した。

4） JIIMAへの寄附受付開始と寄附規程提案の件
⑴�専務理事より、「JIIMAは公益法人として内閣府から認
可されているので、寄附される個人の方は、確定申告
で所得控除が申請でき、また法人は、公益法人への寄
附に適用される別枠の損金算入が利用できるため、公
益法人協会の雛形を参考に作成した寄附規程に則って、
寄附の受付を開始致したい」趣旨の提案理由が説明さ
れた。

⑵�また所得控除と別枠損金控除による節税試算、一般寄
附金の受領書フォーム、寄附金等取扱規程について要
旨が説明された。特別寄附金については、相続などに
よる多額寄附を前提にしたもので、理事会審査を経て
期にまたがって入金処理することも可能となるため、

第３回 理事会報告第54期

開催日時 平成26年９月16日（水）16：00 ～ 17：45
開催場所 JIIMA大会議室
出席役員
（敬称略）

高橋理事長、勝丸副理事長、廣岡理事、内藤理事、
河村理事、清水理事、吉尾理事、本田理事、
野村理事、田中理事、桂林執行理事、
長濱専務理事、長井監事、小向監事
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寄附規程案に織込んだことも追加説明された。
⑶議長より質疑を問うも特になく、全員異議なく承認した。

5）協会名称読替の規程提案の件
⑴�専務理事より、「JIIMAが平成25年10月１日から『社団
法人 日本画像情報マネジメント協会』から『公益社団
法人 日本文書情報マネジメント協会』へ変更登記した
こと、及び平成26年７月４日に「JIIMA」が公益社団
法人 日本文書情報マネジメント協会の保有商標として
登録された旨説明があり、既存の内部規程・規則類と
外部発表した資料やガイドライン等の協会名称の標記
について、一括して『公益社団法人 日本文書情報マネ
ジメント協会（JIIMA）』と読替える内部規程を定めた
い」趣旨の提案理由が説明された。
⑵�長井監事から、「この読替は『JIIMA』が商標としても
登録されたことで意味を強めることになる」との補足
説明が行われた。
⑶議長より質疑を問うも特になく、全員異議なく承認した。

6）JIIMA会員入退会審査の件
⑴退会報告
　パルステック工業株式会社
　NTTコムウエア・ビリング・ソリューション株式会社
　株式会社ライトリー
　パナソニック システムネットワークス株式会社
　上記４会員の退会が専務理事より報告された。
以上、議長からの審議依頼事項については、全て異議な
く承認された。

２．理事会報告
１）長谷川前標準化委員長の大臣表彰の件（理事長）
平成26年度の工業標準化表彰で長谷川英重前標準化委員
長（JIIMA特別会員）に経済産業大臣表彰が決定、表彰式
は10月14日の『標準化と品質管理全国大会』の冒頭で行わ
れると報告された。

２）「いのちとくらしを守るインフラ充実」政策提言プロジェ
クト（長濱専務理事）
８月27日ミニセミナーで全国18会員へ詳細説明を実施し
たことが報告された。また10月15日からのeドキュメント
JAPANの展示会場で行うナカシャクリエイテブが発表する
『統合道路施設維持管理システム』は、他の会員が自治体に
提案していく上で有効なツールと思われるので、どのように
利用できるのかを検討していくと、議事要旨が報告された。

３）国税関係書類の電子化規制の見直し（長濱専務理事）
８月11日に法務委員会委員長と国税庁課税統括課課長補
佐を訪問した際、①本年度末までに国税だけの判断で緩和が

実施できる解釈や通達の変更による緩和策を実施したい。②
政令や省令の改正が必要で税調審議を要する要件緩和につ
いても、できるだけはやく結論を出せるよう努力したい。と
の発言があった趣旨の報告が行われ、６月24日閣議決定と
６月13日規制革会議答申関連部分の資料が配布された。

４）広報プロジェクト活動開始の件（勝丸副理事長）　
広報プロジェクトのミッション、メンバー、ECM委員会

と法務委員会とのヒアリングを含む主要討議内容、委員会担
当理事への依頼について、配布資料に沿って報告された。

５）認証審査委員会報告(木戸部長)
アーカイブ用光ディスク製品の認証審査について、現在

13種類の書類やホームページの内容を精査中。次週委員会
で承認を得て、eドキュメントJAPANにあわせてホームペー
ジを公開し、申請受け付けを開始したい、との報告があった。
理事長より「今期中に20件程度の申請が行われることがポ
イントとなるので、光ディスク関係販社とメーカーに会員・
非会員を問わず、積極的に呼びかける必要がある」との補足
説明が行われた。

６）法務委員会報告（長濱専務理事）
電子帳簿保存法第10条の解説資料「電子取引データ保存

の考え方」について、最終ドラフトが回覧され、次週の法
務委員会で成案する旨報告された。10月２日の協会内セミ
ナー、eドキュメントフォーラム　ナレッジセミナーで説明
予定であることが報告された。

７）eドキュメントJAPAN2014準備状況（長濱専務理事）
eドキュメントフォーラムは理事長基調講演に続いて、国

会図書館長から蔵書デジタル化の拡大構想、内閣官房の番号
制度担当室からマイナンバー制度について、一般会員の大日
本住友製薬からは製薬業界での文書管理の重要性について、
特別講演が行われるとの説明があった。
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編集委員から　世界ランキング３位の日本代表女子サッカー
チーム「なでしこジャパン」を知らない人はいない
だろう。ラグビー界も女性の競技人口が増え、
2016年リオ五輪で男女共に７人制ラグビーの採用が決った。
この「なでしこ」にも刺激され、またここ数年の普及が実り、代
表チームは世界各地の大会に参加するようになった。しかしな
がらラグビー７人制女子日本代表の名称「サクラジャパンセブン
ズ」を知らない人は多いだろう。
　女子サッカーの試合では主審、線審までも女性がその運営を
任されている。ラグビー界でも女性レフリーの育成も課題になっ
てきた。８月の菅平のレフリー研修会にレフリーコーチとして参
加した私（関東協会Ｂ級レフリー、現在IRB認定コーチ）はレフ
リー認定テストの女子大生３名を担当することになった。これ
までルールの試験はクリアできても実技は初めてである。たと
えば１試合目わずか10分程度でギブアップした女子レフリーは
気を取り直し、翌日の大学生練習試合にはしっかりと30分間レ
フリーを務めることができた。試合前、試合中にアドバイスを
送ったことが功を奏したのか。成し遂げた達成感と緊張が解け
泣き出した。そして神奈川県ラグビー協会C級ライセンスを無事
に獲得した。これからの成長が楽しみである。最後に、この研
修の場を提供してくれた大学生のプレーヤーはノーサイドまで
判定にクレームを付けずに彼女をリスペクトしていたことを付け
加えたい。

                        （長井　勉）

私が勤めているビルには、近頃情報漏洩で新
聞を賑わせた会社の分室があります。一時はマ
スコミ関連で賑わいましたが現在は静かになっ

ています。誰かが故意にデータを持ち出すといった犯罪的な
情報漏洩は別として、近頃はどの企業でも極力外部に情報を
出さないような工夫がなされてきているようです。その一環
なのか、私の会社では翻訳ソフトを販売していますが、
Google翻訳など一般的な翻訳サイトを使いたくない、と思
われる理由での問い合わせが少しずつ出てきています。余談
ですが英語、ドイツ語、フランス語、スペイン語…といった
昔から翻訳ソフトが開発されているメジャーな言語も含めて、
Google翻訳などの無料の翻訳サイトに押されて翻訳ソフト
を作成・改善しようという動きがほとんどなくなってきてい
ます。その中でも希なケースとしてアラビア語の翻訳ソフト
の改善は、特に欧米各国のニーズに支えられて進んでいる一
方、絶対的な利用者が少ない事もあって価格的には他のソフ
トとは１桁以上異なるような状況になっており、問い合わせ
てきた会社さんがビックリされています。

セキュリティについて対策を講じれば講じるほど費用は
掛かります。しかし一度問題を起こすと、信用面でも費用面
でも莫大な損失になるという事を身近に感じつつ、良い解決
策を思いつかずにいます。

（長田孝治）
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